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1. 多摩市地域公共交通再編実施計画の概要
1.1  地域公共交通再編実施計画策定の背景と目的

人々 が自立した生活を営む上では“移動”は欠かせないものですが、近年のモータリゼーション
の進展や人口減少、少子高齢化など、公共交通を取り巻く状況は厳しさを増しており、公共交通

ネットワークの縮小やサービス水準の一層の低下が、更に公共交通利用者を減少させることにな

るなど、いわゆる「 負のスパイラル」 に陥っている状況が見られ、このままでは地域で公共交通

が成り立たなくなる可能性もあります。

地域公共交通の維持・ 改善は交通分野の課題解決にとどまらず、まちづく り、観光、更には健

康、福祉、教育、環境等の様々 な分野で大きな効果をもたらします。

しかし、抱える課題は地域によって様々 であり、解決すべき課題が異なれば地域における公共

交通の“必要性”や“在り方”も異なってきます。
これまで、公共交通に関する計画は民間事業者を中心に検討されてきた地域も多いですが、こ

の枠組みを見直し、地域の総合行政を担う地方公共団体が中心となって、地域戦略の一環として

持続可能な公共交通ネットワークの形成を進める必要があります。

こうした背景を踏まえ、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（ 以下、活性化再生法と

呼ぶ） の改正が平成26年11月20日に施行され、地域公共交通網形成計画の策定ができるよう
になりました。この計画は、地域公共交通の現状・ 問題点、課題の整理を踏まえて、公共交通ネ

ットワーク全体を一体的に形づく り、持続させることを目的に、地域全体の公共交通の在り方、

住民・ 交通事業者・ 行政の役割を定めるもので、「 地域にとって望ましい公共交通網のすがた」 を

明らかにする「 マスタープラン（ ビジョン＋事業体系を記載するもの）」 としての役割を果たすも

のです。

また、この計画は国が定める基本方針に基づき、地方公共団体が協議会を開催しつつ、交通事

業者等との協議の上で策定するほか、まちづく り部門と連携し、面的な公共交通ネットワークを

再構築するために実施する事業（ 地域公共交通特定事業など様々 な取組） について記載するもの

です。

多摩市では、本市にとって望ましい交通体系を明らかにし、交通施策を総合的・ 計画的に進め

ていく ことを目的に、地域公共交通網形成計画にあたる「 多摩市交通マスタープラン」 を平成30
年3月に策定しました。
多摩市交通マスタープランでは、目標 2「 多摩市のまちづく りを支える市内公共交通網の再構
築」 を達成するための事業計画として、事業2-Ⅰ（ 重点事業1）「 市内公共交通網の再編と交通不
便地域の解消」 を挙げており、本計画は、事業2-Ⅰ（ 重点事業1）「 市内公共交通網の再編と交通
不便地域の解消」 を実行するための具体的な計画となっています。

市内公共交通網の再編と交通不便地域の解消により、公共交通の利用環境を高めることは、自

然と歩きたく なるまちをつく る健幸まちづく りに大きく寄与する取組であり、かつ、国土交通省

が提唱し、多摩市も賛同している「 ウォーカブル推進都市」 の基盤を形成するものです。

なお、本計画は、活性化再生法に基づく地域公共交通再編実施計画ではありませんが、法定計

画に準じた多摩市の独自計画となっています。

そのため、法定計画と同様に活性化再生法及び道路運送法に基づく法定協議会である多摩市地

域公共交通会議にて、多摩市が事業者等の同意のもとに策定しています。
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1.2  計画の目標年次
本計画の目標年次は、多摩市交通マスタープランの重点事業 I に掲載されている実施期間を踏
まえて、令和9年度（ 2027年度） とします。

計画期間 令和2年度（ 2020年度） ～令和9年度（ 2027年度）

【 参考 多摩市交通マスタープランに記載された多摩市の交通課題と計画目標】

多摩市交通マスタープランでは、まちづく りや公共交通の取り組みの方向性、公共交通が果た

すべき役割や課題を踏まえ、多摩市が目指す将来像の実現に向けた計画目標を以下のように示し

ています。

出典： 多摩市交通マスタープラン（ H30.3）

課題1 都市の活力や魅力を維持・ 向上していくための公共交通サービスの確保
多摩市では、平成16（ 2004） 年に「 多摩市交通マスタープラン」 を策定し、これに基づき
良好な公共交通サービスを提供するためのさまざまな取り組みを推進してきました。今後も、

人口減少社会の到来や多摩ニュータウンの再生など、社会情勢や地域を取り巻く環境の変化

に合わせて、都市の活力や魅力を維持・向上していくための公共交通サービスを提供していく

ことが重要です。

課題2 公共交通の利便性や快適性の向上
公共交通は、通勤や通学のための鉄道駅までのアクセス、買物や通院のための外出など、市

民の日常生活や社会生活に欠かすことのできないものです。また高齢化や健康意識の高まり

などにより、市民の交通サービスに対するニーズは多様化しています。したがって、市民のニ

ーズに合わせた移動の利便性や快適性を向上するため、路線バス、ミニバス、タクシー、自転

車、徒歩など、さまざまな交通手段に関する取り組みを実施していくことが重要です。

課題3 交通不便地域の解消
公共交通網は、4路線7駅の鉄道駅と市内を張り巡らされたバス交通網により、非常に発達
しており、ほとんどの地域から徒歩で鉄道駅またはバス停に無理なくアクセスすることがで

きます。しかしながら、一部の地域においてはバス停までの距離が 300m 以上あったり、居
住エリアとバス停の高低差が 10m 以上あったりする状況があります。高齢社会の中で、「 健
幸に暮らせるまちづく り」 を実現していくためには、この改善に取り組む必要があります。

課題4 安全で円滑な道路交通環境の維持・ 向上
多摩市は計画的な道路整備により、都市計画道路や歩道の整備率が高く 、近年では交通事故

件数も年々 減少しています。この安全で円滑な道路交通環境を今後も維持・向上していくため

には、南多摩尾根幹線の整備や関戸橋の架け替えなどの事業の進捗状況を見守るとともに、計

画的な生活道路の整備や交通安全の啓発活動を継続していく必要があります。

課題5 安全で快適な自転車利用環境の創出
道路交通法の改正や自転車活用推進法の施行により、安全で快適な自転車利用環境の創出

が全国的な課題になっています。多摩市は、これまで計画的に自転車歩行者道の整備を進めて

きました。今後、自転車利用者がルールを守りながら、安全かつ快適に走行することができる

ように、多摩市における自転車利用環境のあり方を検討し、それに基づく取り組みを推進して

いく必要があります。

目標1 まちの魅力をさらに高める広域公共交通の充実
交通利便性の向上とともに、まちのにぎわいの創出や人の交流の活発化を目指して、小田急

多摩線や多摩都市モノレールの延伸、既存路線のサービス向上等に取り組みます。

目標2 多摩市のまちづく りを支える市内公共交通網の再構築
多摩市が目指すまちづく りの実現、多摩ニュータウンの再生、交通不便地域の解消に向け

て、市内公共交通網の再構築に取り組みます。

目標3 多様なニーズに対応した交通サービス水準の向上
通勤通学、通院等の日常生活における移動だけでなく 、健康づく りやスポーツ、レジャー等

を含む多様な移動のニーズを踏まえて、交通サービス水準の向上に取り組みます。

目標4 市民が主体的に参画する交通施策の展開
「 市民がデザインするまち・ 多摩の創造」の考え方に基づき、市民、交通事業者、行政が連

携しながら交通政策を展開していきます。
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【 参考 多摩市交通マスタープランにおける目標達成に向けた事業計画】

目標2「 多摩市のまちづく りを支える市内公共交通網の再構築」を達成するため、以下に示す４
つの事業計画に取り組むものとし、事業 2-I に地域公共交通再編実施計画の策定に関する記述が
あります。

出典： 多摩市交通マスタープラン（ H30.3）

目標2 多摩市のまちづく りを支える市内公共交通網の再構築
多摩市が目指すまちづく りの実現、多摩ニュータウンの再生、交通不便地域の解消に向け

て、市内公共交通網の再構築に取り組みます。

目標2 多摩市のまちづく りを支える市内公共交通網の再構築

事業2-Ⅰ 市内公共交通網の再編と交通不便地域の解消

事業内容 地域公共交通再編実施計画を策定し、計画に基づき市内公共交通網の再編に

取り組みます。計画の策定にあたっては、以下に示すような事業について検討を

行っていきます。

(1) 市内公共交通網の再編
市内公共交通網は、路線の維持や速達性、定時制の確保等の強化を行う路

線とバス以外の手段の検討や、ルートの再編等を検討する路線として、それ

ぞれ「 幹線」 と「 支線」 に再編します。

路線バスは、市内公共交通網の「 幹線」を担うものとして、現在のサービス

水準の維持・ 向上を目指していきます。

ミニバスは、路線バスと一体となり市内公共交通網の「 幹線」を担うものと

地域密着型交通として「 支線」 を担うものに再編します。その再編に合わせ

て、交通不便地域の解消に取り組みます。

地域密着型交通の運行は、実証実験を基に地域の実情に合わせた交通手段

（ 路線ﾊ゙ ｽ、ﾐﾆﾊ゙ ｽ、ﾃ゙ ﾏﾝﾄﾞ ﾊ゙ ｽ※、ﾀｸｼー（ 乗合ﾀｸｼー ※）等）を検討していきます。

運行後の交通手段や路線・ 便数の変更等については、トリガー方式※を採

用することで、地域の実情に合った交通網の実現を図ります。

(2) 地域密着型交通の実証実験の実施
平成30（ 2018） 年度にタクシーを活用した地域密着型交通の実証実験の実
施に向けた協議・調整を行います。また、それ以降に関しても、必要に応じて

地域密着型交通手段について、実証実験も含めて検討して行きます。

(3) 公共交通と個別輸送サービスの連携強化
現在運行されている病院送迎バスや福祉タクシー等の個別輸送サービスに

関しては、状況の把握を行い、交通事業者・ NPO・ 福祉部門とも協議しなが
ら、公共交通と個別輸送サービス等との連携強化を図ります。

実施主体 多摩市、交通事業者
実施期間

平成30（ 2018） 年度～
平成39（ 2027） 年度
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図 2-2 一日あたり平均乗降客数（ 人/日）
出典： 多摩市交通マスタープラン（ H30.3）

図 2-3 多摩市内鉄道駅の一日あたり平均乗降客数（ 人/日） の推移
出典： 多摩市交通マスタープラン（ H30.3）

20,573 

31,040 

37,036 

46,036 

50,585 

64,376 

87,551 

唐木田駅

小田急永山駅

多摩センター駅（ 多摩都市モノレール）

京王永山駅

小田急多摩センター駅

聖蹟桜ヶ丘駅

京王多摩センター駅

323,378 321,238 
316,926 319,737 

329,449 327,392 
335,104 337,197 

250,000
260,000
270,000
280,000
290,000
300,000
310,000
320,000
330,000
340,000
350,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

1日
あ
た
り
平
均
乗
降
客
数
（
人

/日
）



２ . 公共交通の現状と課題

6 

鉄道以外の公共交通の状況

(1)  市全体の公共交通の状況
路線バス網は市内全域に張り巡らされ、京王電鉄バスと神奈川中央交通の2事業者で 73系統
を運行しています。

なお、交通空白地域が連なり路線バスの運行が困難な地域においては、主に高齢者をはじめと

した移動制約者の日常の移動手段の確保のため、「 多摩市ミニバス」 の運行を 4系統で実施して
います。一日あたりの平均乗降客数は、約52,000人で、その内ミニバスの利用者数は、 2,125人
となっています。

また、市内にタクシー事業者（ の営業所） が3社あり、車両数は、 231台で、一日あたり平均
乗降客数は6,294人となっています。

図 2-4 系統別路線図

表 2-1 市内の公共交通路線
区分 バス事業者名 系統数※ 2 一日あたり平均乗降客数

路線バス

京王電鉄バス（ 株） 56 42,000人
神奈川中央交通（ 株） 13 8,000人
多摩市ミニバス 4 2,125人

合計 73 52,125人
区分 タクシー事業者名 車両数 一日あたり平均乗降客数

タクシー

飛鳥交通ニュータウン（ 株）

京王自動車多摩南（ 株）

小田急交通南多摩（ 株）

231台 6,294人

※ 2 路線バスの系統数は、平成30年10月時点、路線バスの一日あたり平均乗降客数、タクシーの車両数および一日あたり平均乗降客数は、平
成28年時点となっている。なお、京王電鉄バス（ 株） の系統数は、日野市ミニバスを含むが、一日あたり平均乗降客数は、日野市ミニバス
を含まない。
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(3)  地域別の路線バスの運行本数と乗降客数
道路区間別のバスの運行本数は、聖蹟桜ヶ丘駅から永山駅、多摩センター駅を結ぶ路線と、永

山駅、多摩センター駅から南多摩尾根幹線道路に向かう路線が多くなっています。

系統別のバスの乗降客数は、聖蹟桜ヶ丘駅から永山駅、多摩センター駅を結ぶ路線と、永山

駅、多摩センター駅から南多摩尾根幹線道路に向かう路線が多くなっています。

図 2-5 道路区間別バス運行本数（ 平日）

図 2-6 系統別乗降客数ランク図
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交通不便地域の状況

(1)  現況の交通不便地域の状況※ 4

駅やバス停から遠く又は高低差が大きく 、利便性が高くない地域を「 交通不便地域」 としてい

ます。路線バス網は、市域全域に張り巡らされています。交通不便地域は、都立公園やゴルフ場

など居住者のいない地域が多く を占めていますが、起伏の変化が大きい地区や多摩ニュータウン

通りなどの人口が集中している地区でも交通不便地域が存在しています。

交通不便地域の面積は4.1km2となっており、多摩市全体の約20%を占めています。

図 2-7 交通不便地域

交通不便地域の面積※ 5 

（ 市の面積に対する割合）
4.1km2 (20%) 

※ 4 平成30年10月時点
※ 5 都立公園やゴルフ場など居住者のいない地域を含む

バス停からの高低差が10m以上の地域

（ 鉄軌道駅から 500m圏内は除く ）

バス停から 300m以上離れた地域

又は鉄軌道駅から 500m以上離れた地域

市内バス停

ミニバス

市内バス路線

0 0.5 1.0 1.5 2.0
キロメートル
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(2)  ミニバスがない場合の交通不便地域の状況※ 6

現在運行しているミニバスがない場合の交通不便地域の面積は約11.2km2となっており、多摩

市全体の約53％を占めています。

図 2-8 交通不便地域図（ ミニバスがない場合）

交通不便地域の面積※ 7 

（ 市の面積に対する割合）
11.2km2 (53%) 

※ 6 平成30年10月時点
※ 7 都立公園やゴルフ場など居住者のいない地域を含む

バス停からの高低差が10m以上の地域

（ 鉄軌道駅から 500m圏内は除く ）

バス停から 300m以上離れた地域

又は鉄軌道駅から 500m以上離れた地域

市内バス停

市内バス路線
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【 補足 鉄軌道駅勢圏（ 駅から半径500m）】

鉄軌道駅勢圏とは、日常生活のなかで最寄駅まで徒歩で無理なく向かうことができる領域とし

て捉えるものとします。一般的に駅から徒歩 10 分程度までが徒歩圏と捉えており、距離にして
700m ～1km程度です。また、高齢者の一般的な徒歩圏は500m※ 8です。本検討のなかでは、

将来の高齢化の進展を考慮して、鉄軌道駅(7駅)から半径 500mの領域を徒歩で無理なく向かう
ことができる鉄軌道駅勢圏として設定します。

【 補足 バス停圏（ バス停から半径 300ｍ）】

バス停圏とは、日常生活のなかで最寄のバス停まで徒歩で無理なく向かうことができる領域と

して捉えるものとします。一般的なバスでは、 300ｍ～500ｍ間隔でバス停が設置されていま
す。また、市内は起伏のある丘陵地が広がっており、住宅地から坂や起伏が大きいため移動が容

易でない地域が存在すると考えられます。本検討のなかでは、バス停から半径 300ｍ、高低差
10m以内の領域を徒歩で無理なく向かうことができるバス停圏として設定します。

【 補足 公共交通不便地域】

本計画の交通不便地域は、多摩市交通マスタープランに準じて、以下の通り設定しています。

・ バス停からの高低差が10m以上ある地域（ 鉄軌道駅から 500m圏内は除く ）
・ 鉄軌道駅から 500m以上離れた地域
・ バス停から 300m以上離れた地域

※ 8 高齢者の一般的な徒歩圏

「 健康・ 医療・ 福祉のまちづく りの推進ガイドライン（ 技術的助言）」

（ 平成 26 年8 月国土交通省都市局まちづく り推進課・ 都市計画課・ 街路交通施設課）
このガイドライン内で高齢者の歩行については、「 高齢者が休憩をしないで歩ける歩行継続距離は、約500～700m となっている。」 と示さ
れている。

「 都市構造の評価に関するハンドブック」（ 平成26 年8 月国土交通省都市局都市計画課）
このハンドブック内で高齢者徒歩圏については、「 高齢者の一般的な徒歩圏である半径 500ｍ」 と示されている。
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代表的な移動手段

多摩市の代表交通手段（ 主な交通手段） の分担率を見てみると、東京都全体の鉄道利用の割合

が約45％であるのに対し本市は約36％と低い反面、自動車利用は東京都全体が約11％に対し本
市は約22％と高く 、自動車の依存度が高くなっています。
代表交通手段の推移を見てみると、鉄道の利用割合が増加しています。

目的別で見ると、「 自宅-勤務」では、主な交通手段として鉄道利用が多く 、自動車利用が少ない
傾向が見られます。一方、「 勤務-業務」では、主な交通手段として自動車利用が多い反面、鉄道利
用が少ない傾向が見られます。また、「 自宅-通学」 では、鉄道・ 徒歩利用が多く 、「 自宅-業務」 で
は、鉄道と自動車利用の割合が同程度となっています。さらに、「 私事」「 自宅-私事」「 帰宅」では、
自動車利用と徒歩利用の割合が同程度となっています。

図 2-9 代表交通手段別分担率の推移
出典： 東京都市圏パーソントリップ調査
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図 2-10 目的別代表交通手段別分担率の推移（ 多摩市） ※ 9

出典： 東京都市圏パーソントリップ調査

※ 9 パーソントリップ調査における移動の目的（ 7区分）
自宅－勤務： 自宅から勤務先の移動

自宅－通学： 自宅から通学先の移動

自宅－業務： 自宅から配達、仕入れ、会議、集金、修理、農林漁業作業等、業務関連の移動

自宅－私事： 自宅から買い物、外食、観光、通院等の移動

帰宅： 全ての移動先から自宅への帰宅の移動

勤務・ 業務： 自宅以外の場所からの勤務、業務関連の移動

私事： 自宅以外の場所からの指示の移動


